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改正建設業法への対応について
（見積書様式変更、その他）

鉄建建設株式会社
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（協力会社の皆さまへ）

協力会社 各位

平素より、鉄建建設の建設事業に多大なるご理解とご協力を賜り、誠にあり
がとうございます。

ご承知のとおり、令和７年１２月１２日に改正建設業法が全面施行され、建
設業界全体において取引の適正化、技能者の処遇改善、安全・品質確保の徹底
がこれまで以上に求められます。また、本改正は、元請・下請の立場を問わず、
建設工事に関わるすべての事業者が遵守すべき内容となっております。

つきましては、元請としての当社の考え方と、協力会社の皆さまにご理解・
ご協力をお願いしたい主なポイントをご説明致します。
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１、2025年12月に改正された建設業法について
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２、改正された建設業法への具体的対応内容について

区分 主管 対象 項目 内容 備考

建 設 業 法 国土交通省 建設業

1 工事下請個別契約約款の改定 改正建設業法を受けた契約約款の改定

2 見積書（材料、労務、経費別） 技能労働者の賃金確保（不当な値引き防止）

3 見積価格交渉記録（運用） 不当な値引きの防止

4     （10年保存） 〃

5 原価割れ契約禁止 適正な施工費の確保⇒適正な労務費の確保

6 工期ダンピング禁止 適正工期の確保⇒工期不足による不利益の防止

7 資材不足時の工期変更対応 降雨や所定休日を含めた適正工期の確保

8 おそれ情報（通知） 資材、労務の不足や高騰への対応、各種条件変更への対応

9     （10年保存） 〃

10 建設技能者を大切にする自主宣言 建設技能者の処遇や賃金確保に向けた企業の自主的な宣言

◆改正建設業法の具体的対応事項 （ 改正日： 2025/１２/12 ）
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３、工事下請負契約約款の主な改定について

当社の工事下請負契約約款に
ついて、国交省約款（建設工
事標準下請契約約款）や民間
（七会）連合協定工事請負契
約約款に準じた内容に改定し
ました。

現行該当項目なし
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当該内訳書は当社提出見積書の頭紙
と内訳の間に差し込んで提出すること。
なお、追加変更の場合、工事費総額に
対し作成すること。

※見積金額合計は左記費用以外の費用
（運搬費・一般管理費等）も含まれる為、
左記費用合計と見積金額合計は一致
しない。

４、見積内訳書（様式）の変更について

見積内訳書（様式）の改訂

・協力会社から徴収する指定見積書を改訂し、材料費、労務費、法定
福利費、 建退共掛金、安全衛生経費を別記載する書式で運用

（協力業者⇒当社）見積提出時

当社見積内訳書 様式変更案

原則、工事費全体の内数として、材料費等の各
項目一式で内訳金額を明示すること
また、算定根拠を作成し添付すること
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５、見積内訳書作成の留意事項について（１/５）

項目 内容 備考

材料費 材料費の定義

工事の施工に直接使用される材料費の総額を記載すること。

※ 工事目的物として恒久的に設置する材料、施工に必要な仮設材が材料費に該当する。

※ 工場や加工場で製品を加工する時の加工費や労務費は含めないものとする。

【材料費の例】
・足場工事を材工で請け負った場合の材料のリース代
・山留工事に使用する鋼矢板や土留材等のリース代
・型枠工事に使用する合板や桟木などの材料

※ 工事に使用する機械や工具類等は含まないものとする
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項目 内容 備考

労務費 労務費の定義
労務費は技能者に支払われる賃金の合計額を記載すること。
（再下請負業者の技能者賃金も該当）

   ※ 労務費は、当該工事に従事する技能労働者の賃金の原資に相当する部分を指し、法定福利費
（事業主負担分）等は含まない。また、現場作業に従事する技能労働者のみであり、工場や加工
場で作業する方の労務費は該当しない。

    ※ 単価は各都道府県の「公共工事設計労務単価」を著しく下回らないこと。
   （著しく下回る場合は理由の説明が必要となります）

      
参考：国土交通省HP：公共事業労務費調査・公共工事設計労務単価について

≪明細書の表記≫
明細書は  労務単価× 施工条件に照らした適正な歩掛とすること。

   ※ 歩掛において 国の示す「標準歩掛」はあくまで標準的な条件を前提としている為、作業所条
件を鑑みて設定すること。

参考： 「労務費に関する基準」制度の概要

５、見積内訳書作成の留意事項について（２/５）

【労務費に含むもの】
①基本給相当額
②賞与、臨時の賃金、退職金
③各職種の作業条件及び作業内容に対する手当

(現場手当、技能手当、家族手当、通勤手当、地域手当、住宅手当等)
④通勤用定期や食事支給

※ コミットメント条項を厳守するため、再下請負契約においても、労務単価×歩掛形式

で見積書を作成する必要がある （１次業者から再下請負業者へ周知してください。）

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20251226_02.pdf
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５、見積内訳書作成の留意事項について（３/５）

項目 内容 備考

法定福利費 法定福利費の定義

法定福利費は、当該工事に従事する技能労働者の雇用保険料、健康保険料（介護保険料
含む）及び厚生年金保険料（子ども・子育て拠出金含む）の法定の事業主負担額を記載
すること。

参考：国土交通省HP 建設業における社会保険加入対策について

【各種保険の料率について】

① 雇用保険)  厚生労働省にて決定。事業の種類、年度によって料率が異なる。
建設事業の令和8年度の料率は1.05%。ちなみに令和7年度は1.1％

② 健康保険) 会社員では保険料は労使で折半され、加入する健康保険組合や都道府県で異なる。
                  協会けんぽであれば、約9%～10.5%、

健康保険組合であれば約7%～10％台前半
③ 介護保険)   40歳以上が対象、健康保険同様、労使で折半。保険料率は約1.5～1.8%の範囲
④ 厚生年金保険)    保険料率は全国一律で固定されており、労使で折半となる。

現在の料率は、18.3%
⑤ 子ども子育て拠出金)  厚生年金に加入している従業員が対象で会社の全額負担。

                             現在の料率は約0.36%(全国一律)

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html
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５、見積内訳書作成の留意事項について（４/５）

項目 内容 備考

安全衛生経費 安全衛生経費の定義
労働安全衛生法等に基づく労働災害防止対策に必要な経費を記載すること。
（項目は多岐にわたり、工種、工事規模、施工場所などで異なることに留意）

≪明細書の作成≫
・個別工事毎にかかる安全衛生経費の積上げを行うこと。
・当社からの見積依頼時に当社から掲示された安全衛生経費の区分に基づいて、
費用の負担区分が専門工事業者になっているものに関しての費用を算出し、
安全衛生経費として計上すること。

参考：安全衛生対策項目の確認表(参考ひな型).pdf
  建設工事の見積書様式例徹底 書き方ガイド(運用編).pdf

【安全衛生経費の例（国交省確認表より抜粋）】

・ヘルメット、安全帯、安全靴等の保護具
・熱中症対策（飲料、塩分タブレット、空調服等）
・交通誘導員に係る費用
・保安用品（カラーコーン、バリケード、工事灯等）

・KY活動、安全教育に必要な費用
・重機作業時の安全設備
・法面作業・伐採作業の安全対策

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001623616.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001623616.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001623616.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001623616.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260326_01.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260326_01.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260326_01.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260326_01.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260326_01.pdf
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５、見積内訳書作成の留意事項について（５/５）

項目 内容 備考

建退共掛金 建退共掛金の定義

技能労働者の建退共掛金となります。貴社負担で建退共掛け金を払いだす場合は
想定人工×３２０円（建退共証紙１日券金額2026年4月現在）を記載すること。

元請会社へ払い出しを申請する場合は、備考欄に「元請払い出し」、
金額欄に「０」と記載すること。

参考：厚生労働省HP 建設業退職金共済制度(建退共制度)

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/taisilyokukin_kyousai/kensetsu/
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協力会社から当社への見積書提出時に、本チェックリストを提出

６、協力会社見積提出時チェックリスト

・工事原価割れがないか確認

「おそれ情報」の有無を確認

・労務単価は公共工事設計労務
単価を参考としたか確認

・また、著しく下回る場合は理由
説明資料を求める

・材料単価は建設物価等の市場
単価を参考としているか確認

・また、著しく下回る場合は理由
説明資料を求める

当社協力会社

・工期ダンピングの防止
・適正工期の確認
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７、「おそれ情報」通知書の提出依頼（１/２）

「(一社)全国建設業協会統一様式　おそれ情報通知書の作成について」（リンク）

「(一社)全国建設業協会統一様式 おそれ情報通知書の作成について」（リンク）

◆土木工事：「おそれ情報」通知書 協力会社から当社に見積書を提出する際、左記通知書を提出

当社協力会社

資材選択

職種選択

見積時に想定される資材の供給不足若しくは

遅延、資材の価格高騰、労務の供給不足、労

務価格の高騰など「おそれ情報」がある場合

左記の全国建設業協会統一様式「おそれ情報

通知書」にて見積書の提出時に見積書受領者

に提出。

（契約締結前までに通知すること）

https://www.zenken-net.or.jp/news/0611_2/
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７、「おそれ情報」通知書の提出依頼（２/２）

(一社)全国建設業協会統一様式　おそれ情報通知書」の作成について（リンク）

(一社)全国建設業協会統一様式 おそれ情報通知書」の作成について（リンク）

資材選択

職種選択

◆建築工事：「おそれ情報」通知書

見積時に想定される資材の供給不足若しくは

遅延、資材の価格高騰、労務の供給不足、労

務価格の高騰など「おそれ情報」がある場合

左記の全国建設業協会統一様式「おそれ情報

通知書」にて見積書の提出時に見積書受領者

に提出。

（契約締結前までに通知すること）

協力会社から当社に見積書を提出する際、左記通知書を提出

当社協力会社

https://www.zenken-net.or.jp/news/0611_2/
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22 建設技能者を大
切にする企業の
自主宣言

甲は乙及びその再下請負業者に「建設技能者を
大切にする企業の自主宣言」を奨励し、その状
況に応じて発注の優先度を考慮する場合がある。

23 おそれ情報 当該工事において「おそれ情報」がある場合は
以下に記載（※例）

※地盤沈下,埋設物,土壌汚染など地中に起因す
る事項や騒音,振動,他周辺環境への配慮事項等

24 その他 材料費,労務費,法定福利費,建退共掛金,安全衛生
経費を内訳明示した見積書を作成すること。

８、見積依頼書の変更について

当社見積依頼書を改訂

元請記入欄 （120字以内）

当社から協力会社への見積書依頼に関し記載事項を追加

協力会社当社

※ 元請から協力業者に発信する「おそれ情報」は、土木、建築工事の
 各現場で状況が異なるため、想定されるリスク情報を抽出し元請
記入欄に記載すること
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９、各種書類の保存について

当社協力会社

【①・②・③共通】

【契約当事者の相互で保存】

契約締結に際して当初見積書から変更毎の見積書を契約当事者の相互

で、当該建設工事の目的物の引き渡しから10年間保存すること。
上記の見積書と併せて、見積書の内容に関する打合せ記録（相互に交付

されたもの）を契約当事者の相互で、当該建設工事の目的物の引き渡しか
ら10年間保存すること。

① 見積書および見積打合せ記録の保存について

上記の見積書と併せて、「おそれ情報」の通知書を契約当事者の相互で、

当該建設工事の目的物の引き渡しから10年間保存すること。

② おそれ情報に関する通知書の保存について

③ 協力会社見積提出時チェックリスト

①・②同様10年間保存すること。

≪見積内容打合せ記録 書式有り≫
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１０、建設技能者を大切にする企業の自主宣言
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【各種書式データ】

１１、各種書類データの所在

【参考データ】

項目
当社HP⇒

お取引先の皆様へ⇒
指定見積書

備考

・改正建設業法への対応 説明資料 ◎ 協力会社向け

・見積内訳書 ◎

・協力会社見積提出時チェックリスト ◎

・見積内容打合せ記録 当社にて作成後、配布

・おそれ情報通知書（土木版） ◎ 全国建設業協会HPより

・おそれ情報通知書（建築版） ◎ 全国建設業協会HPより

項目 リンク 備考

・見積内訳書および明細書の記載方法
（材料費、労務費、法定福利費、 建退共掛金、安全衛生経費）

◎
建設工事の見積書様式例 書き方ガイド

https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260316_06.pdf
https://roumuhi.mlit.go.jp/mlit-files/20260316_06.pdf
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